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被災事例調査を河川技術向上

へ繋げる体系的な取り組み
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１．技術のメインテナンス

治水安全度の維持・向上において河川整備・河

道管理が果たす役割は言うまでもないが、昨今の

大規模災害ではそれを支える技術そのもののメイ

ンテナンスの重要性が改めて認識されている1)。

一昨年度から河川局に堤防研究会、河川構造物技

術会議が相次いで設置され、被災事例など現地調

査を行って技術的知見を蓄積し、技術基準等の見

直しを行っていく枠組みが示された。この枠組み

の下、国総研は上記の技術メインテナンスに関連

する以下の3つの研究を行っている。

２．被災事例の分析情報は河川技術の試金石

被災事例調査では型にはまった見方から離れて、

様々な実測値に基づいて破壊に至ったプロセスを

一つずつ組み上げていき、その妥当性を力学的に

検証していく。こうした精緻な分析から得た知見

に基づいて設計手法のレビューと改善を弛まず繰

り返し行う。以上の考え方を実践すべく、国総研

では地方整備局と共同で被災事例調査を実施して

おり、例えば遠賀川水系における堰とそれに隣接

する堤防の被災調査2)では、その前年の堰下流に

おける河道変化等が被災箇所周辺での水位や河床

洗掘に及ぼした影響について分析を行っている。

３．点検・巡視記録からの技術情報の掘り起こし

堤防を対象とした点検・巡視の記録と被災や補

修の実績とを付き合わせることで、機能低下に繋

がる変状の種類・発生部位・程度などを抽出する

とともに、そのような変状を確実に捉えるための

点検・巡視の諸条件（徒歩・車両など移動手段、

実施頻度、植生の状態等）を明らかにする。こう

した分析手法を確立するため、過去5年に渡る点

検・巡視等の記録を用いてデータ分析を行ってい

る。河道平面図上に変状確認箇所や補修箇所を重

ね書きする初歩的な整理でも、変状が集中して確

認されている区間が判別できるなど、点検に役立

つ情報を引き出す糸口を掴みつつある。

４．被災事例調査を持続させる仕組みの必要性

国総研と地方整備局が共同でこうしたきめ細か

な被災事例等の調査を継続していくのは、それな

りに労力を伴うものであり、また年間の調査実施

数は自ずと制限されるであろう。したがって、調

査を継続していくモチベーションを高める仕組み

も併せて用意することが重要である。国総研では、

河川管理者を対象として、自身の関わった事例が

全国で共有されるとともに、直面した課題解決の

ヒントが得られる場として、データベースの構築

を進めているところである。河川局によって被災

後の国総研等への連絡、詳細調査のための共同調

査、その結果のデータベースへの登録のための実

施体制が整備されている。国総研では、今後デー

タベースに蓄積されていく情報を技術向上に繋げ

るための取り組みを行っていく予定である。
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１．河道変化を見込んだ流下能力の管理 

河川整備基本方針及び河川整備計画の策定に伴

い、流下能力の増大を目的とした河道掘削、樹木

伐採などが計画・実施されつつある。その際、河

道の変化を見極め、維持管理労力を最適化する検

討が重要となるが、必ずしも十分に習得されてい

るとは言えない。堆積傾向にある河道区間で所定

の流下能力を確保するため一つの方策として、洪

水の流下のために必要な河積に加えて、土砂の堆

積空間としての河積（マージン）を設けることが

考えられる。つまり、①河道設計においては、土

砂堆積による将来の流下能力の変動量を予測し、

例えば年平均の再掘削土量と維持管理労力のバラ

ンスから最適なマージンを設定すること、②河道

管理においては、横断測量などにより堆積量の状

態監視を行い、マージンが堆積土砂で満たされる

前に維持掘削を確実に実施するための判断基準を

設定することにより、流下能力の管理を行う。 

 

２．最適なマージンを河道設計に組み込む 

砂礫を河床材料に持つ河道では、一連の区間に

渡り低水路を拡幅すると、河床の微高地上の植生

繁茂域内に、河床材料にはほとんど含まれない細

粒土砂が出水のたびに堆積していくことで高水敷

が再形成され、元の低水路幅に戻ること1)、それ

が10年以下の比較的短期間で生じる事例2)が知ら

れている。このように河積の減少が速やかに生じ、

流下能力の維持管理に工夫を要する事例を対象と

して、マージンを持たせた河道設計を試行した。

まず、植生繁茂域内への細粒土砂堆積に関わる本

質的機構を損なわない範囲で大胆に簡略化した高

水敷再形成の簡易予測モデルを構築した2)。この

モデルを川内川に適用し、堆積形状及びその高さ

について一定の再現性を有し、河積減少量を予

測・評価できることを確認した。このモデルを用

いることにより、河積減少速度を小さくするため

の掘削形状や河積のマージンなど、維持管理労力

を最適化する検討が可能となった。 

 

３．より確実な流下能力管理のための点検技術 

流下能力の点検のためのツールとして「河道管

理基本シート」を九州地整河道管理研究会ととも

に提案した。これは、管理目標流量流下時の計算

水位（現況、樹木を伐採した場合の2通り）、平均

河床高の経年変化など縦断的に並べて比較できる

ように各種データが整理されたものであり、例え

ば計算水位が計画高水位に近づき（流下能力に余

裕がなく）、かつ平均河床高が近年上昇傾向にあ

る区間は、流下能力不足に至ることが懸念される

区間として読み取れるように編集されている。こ

のシートの活用により、現況河道において、設計

された河積のマージンの減少の程度を評価し、マ

ージンが堆積土砂で満たされる前に維持掘削する

など、より確実な流下能力管理が可能となった。 

このように合理的な河道設計及び流下能力の維

持管理が現場で実践され、河道管理技術レベルの

更なる向上が期待される。 

 

【参考文献】 

1)藤田ら :土木学会論文集 ,No.551/Ⅱ -37,pp.47- 

62,1996. 

2)武内ら:土木技術資料,vol.52,No.7,pp.26-29,2010. 

安全・安心な社会の実現

研
究
動
向
・
成
果

●研究動向・成果




